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要旨 

 

昨今、創造性が企業の競争優位をもたらすことが指摘されている。映画や音楽などの文

化コンテンツ産業では、創造性が特に求められるため、どのような要因が創造性を引き出

すのか、ということについて多くの研究が積み重ねられてきた。研究初期の段階では、創

造性は個人のパーソナリティ、能力に宿るという考え方が主流であったが、近年、その源

泉は人々の相互作用や協働などの人々の関係性を通して獲得されるという考え方に重きが

置かれるようになった。 

山下・山田 (2010)は、映画製作者の創造性に関する研究として、映画製作の中心的な役

割を担うプロデューサーと監督との代替不可能な関係「キャリア連帯」が創造性に及ぼす

影響を調査している。キャリア連帯とは、「創造的なキャリアを形成するために、互いに重

要な他者である複数の行為者が価値を共創し共有する代替困難な社会関係基盤」として定

義されている。そして、山下・山田 (2010)は「キャリア連帯を発展させていくことが、商

業的にも芸術的にも継続的に高業績を残す方法の一つとなりうる」という仮説を提唱した。

しかし、山下・山田 (2010)の研究は、現場のプロデューサーへのインタビューを中心とし

た定性的な調査に留まっている。 

そこで、本稿では、日本映画産業における映画製作者の創造性に対して、山下・山田 (2010)

が提唱したキャリア連帯仮説を統計的に実証することを目的した。1990年から 2009年まで

の 1195組のプロデューサーと監督のペアを調査対象として、キャリア連帯仮説を検証した。

また、本稿では、山下・山田 (2010)がキャリア連帯を測定する尺度である「協働の集中度」

の限界点を指摘し、代替的な尺度である「協働回数」でもキャリア連帯を測定し、分析を

試みた。 

分析の結果、キャリア連帯を協働回数で測定した場合、プロデューサーの映画製作経験

やスターの出演など、先行研究で指摘されていた創造性に影響を与える要因を考慮しても、

プロデューサーはキャリア連帯を通じて、商業的に高業績をあげるという結果が支持され

た。その一方で、協働の集中度が創造性に対する影響は支持されなかった。 

また、本稿の考察では、協働の集中度ではなく協働回数が支持されたことから、プロデ

ューサーは複数のキャリア連帯を構築しうる可能性があることを指摘した。実際、興行収

益における単一連帯と複数連帯の比較分析を行ったところ、複数連帯の方が興行収益は高

い、という結果が得られた。つまり、映画産業のような創造性を求められる産業において

も、ある連帯で培った知識や経験を異なる連帯に持ち込むことができるような、範囲の経

済が働く可能性を示唆している。 
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1. はじめに  

映画がこの世に誕生して、1世紀以上が経過した。誕生当初は、単に人が歩く映像や列車

が近づいてくる映像に興奮していた観客たちは、今や映像がスクリーンを飛び出し、眼前

に広がる 3D技術の映画に陶酔している。多くの国では映画祭が催されるなど、国を挙げて

の映画振興が行われ、製作した映画は世界中の国に輸出される。世界中でヒットする作品、

芸術性の高い作品を生み出すうえでなによりも大切になってくるのは、その映画を製作す

る「人」である。映画には、多かれ少なかれ、製作する人々の価値観や経験、想いが投入

され、観客にメッセージが届けられる。彼らの人生が、映画に反映されると言っても過言

ではない。 

では一体、創造性の高い映画作品はどのようにして生まれるのだろうか。これまでの研

究では、一部の天才的な制作者の創造性に依存していることが指摘されてきた(Paulus, 2002)。

例えば、日本を代表するアニメクリエイターの宮崎駿氏は、ジブリ独自の世界観を確立し

ており、彼の映画のファンは世界中に存在する。製作した映画は次々にヒットし、『千と千

尋の神隠し』では日本の歴代興行収益 1 位を樹立、数々の日本の映画賞を総なめした。世

界で最も権威があるアカデミー賞においても、第 75回アカデミー長編アニメ賞を受賞した

(2012年現在)。 

しかし、創造性が一個人の天才に依存するという考え方に、一石を投じる視点が近年注

目を浴びている。製作者の創造性は、ある個人に属するのではなく、協働者との間にある

という考え方である。 

このような協働者間の関係性と作品の創造性に注目した概念として、山下・山田 (2010)

が提唱した「キャリア連帯」が挙げられる。彼らは、映画製作(1)を主導する役職のプロデュ

ーサーについて事例研究を行った。プロデューサーが特定の監督と共にキャリアを歩むこ

とで、代替不可能な関係性を構築することを発見し、その代替不可能な関係性から、独自

の価値が生み出されることで、創造性の高い作品が誕生すると述べた。実際、先の例に挙

げた宮崎駿氏の活躍の裏には、敏腕プロデューサーの鈴木敏夫氏の存在がある。野中・勝

見 (2004)も、鈴木氏が監督の創造性を引き出し、その見えない才能を有形化したことが一

連のヒットに繋がったと指摘している。 

とはいえ、このプロデューサーと監督間のキャリア連帯という概念は、いくつかの定性

的な事例調査から紡ぎだされた概念であり、大規模なサンプルを使った統計分析による実

証はなされていない。また、キャリア連帯を測定する尺度にも検討の余地がある。 

そこで、本稿は、山下・山田 (2010)の「キャリア連帯」が創造性において果たす役割に

ついて検証することを目的とする。本稿の流れは以下である。まず、山下・山田 (2010)の

研究を整理しながら、本稿におけるキャリア連帯の仮説導出ならびに、キャリア連帯の測

定尺度についての検討を行う。次に、リサーチデザインを提示し、その後、分析結果及び

考察、示唆、今後の調査課題を述べる。 
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2. 先行研究と仮説導出 

2.1. 協働と創造に関する理論体系 

 組織の中で個人個人が創造性を発揮することは容易ではない。組織では上層部によって

決められた戦略や製品コンセプトが全体に強要されることが多く、個人は戦略遂行のため

に決められた分業体制に従って効率良く働くことが求められるからである。そのような環

境下では、個人の創造性は求められず、むしろ組織によって潰されてしまうといえる(山下・

山田, 2010)。しかし、組織メンバーの創造性を経営に活かせないことは、組織にとって単に

機会損失になるだけでなく、企業が競争優位性を維持するために不可欠なイノベーション

の創出を押さえ込んでしまいかねない (Devanna and Tichy, 1990; Shalley, 1995)。 

 それでは、どのようにすれば組織の協働の中で個人個人が創造性を発揮できるようにな

るのだろうか。山下・山田 (2010)は、このような問題意識から出発し、1.社会ネットワー

ク論、2.企業家活動論、3. 人材アーキテクチャ論、4. 製品アーキテクチャ論の 4つの理

論的視点から、日本の映画産業の組織的協働の中で、創造性が発揮されるメカニズムにつ

いて言及している。一つひとつ説明していこう。 

 1. 社会ネットワーク論：創造性は人と人の繋がり方の構造に依存するという考え方であ

る。ネットワークは、情報や資源を運ぶパイプとして指摘されており (Podolny, 2001)、ネ

ットワークのポジションによって、創造性を発揮するうえで不可欠な情報や資源の入手し

やすさが異なる (Uzzi and Spiro, 2005)。例えば、山田・山下・若林・神吉 (2007)は、日本映

画産業における「組(2)」という映画制作集団を調査対象とし、狭い世界に閉じて多くの関係

を持たない組が、主体間での信頼関係と映画製作に必要となる暗黙知を発展させるため、

興行性と芸術性の双方で高い成績を収めることを示した。 

 2. 企業家活動論：チームの中核を担うメンバー同士が「場」を形成することで、その中

で互いの創造性が自然に創発されるという考え方である。「場」とは、時間と空間を共有し

たダイナミックな空間として定義付けられる。この「場」が形成されるかどうかは中核的

なメンバーの振る舞いに依存する( Nonaka, 1998; 伊丹 ,1999)。例えば、山下・山田 (2006)

によると、映画コンテンツ開発においては、企業家としてのプロデューサーが、まず中核

となるパートナーシップを監督と形成する。そして、そのパートナーシップという創発的

な場で、対等な協働を行うことによって、革新が生み出されることが指摘されている。つ

まり、プロデューサーのはじめに意図していたものが、工業製品のようにそのままの形で

出来上がるのではなく、プロデューサーと監督の意図が相互に影響しあうことによって、

お互いが意図しなかった作品が創発的に創造されるということである。 

 3. 人材アーキテクチャ論：創造性は、異なる価値を持つ人材間から生じるという考え方

である。Kang, Morris, and Snell (2007)は、人材アーキテクチャの議論を援用し、異なる人

材との協働によって、中核型人材(3)だけでは獲得できない新たな知識を獲得できるため、創

造性につながりやすいとしている。例えば、山下・山田 (2010)は、映画会社の中核型人材
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であるプロデューサーが、良質な映画コンテンツを獲得する際に、広告代理店の担当者に

相談を持ちかけることで、映画企画に関わる専門的な知識を獲得すると主張している。 

 4. 製品アーキテクチャ論：創造性を発揮する最適な分業構造は、製品アーキテクチャに

依存するという考え方である。製品アーキテクチャは、製品の構成要素が独立しているモ

ジュラー型と、構成要素の擦り合わせが不可欠な統合型の 2つに分類することができる。

特に、映画産業のような統合型アーキテクチャの製品の実現には、製品開発・生産プロセ

スの全体を指揮するプロデューサーの存在が不可欠としている。プロデューサーは役割・

価値観の異なる現場スタッフやスポンサー企業、配給会社を相手に交渉を行い、価値観の

共有や擦り合わせを行う。 交渉には多くの調整過程を経ることが不可欠である。プロデュ

ーサーは、調整を繰り返すこと、役割間の対立をなくし、価値観の統合を図ることで、作

品の創造性を高めている(4)。 

 

2.2. キャリア連帯 

 しかし、以上説明したように、他者との協働によって創造性が発揮されるために必要な

要因が明らかにされている一方で、こうした組織的要因がどのように形成されるのか、そ

の具体的なプロセスは明らかになっていなかった。 

 そこで、山下・山田(2010)は、日本の映画産業のプロデューサーと監督の二者間関係に注

目し、両者の関係性の形成・維持・発展の過程で創造性が発揮されるプロセスについて定

性的な調査を行った。そして、両者が創造性を発揮する関係へと発展するまでに、次のプ

ロセスを経ることを明らかにしたのである。 

まず、プロデューサーは、多くの人と協働するなかで「この人とならいい仕事が出来 

る」という監督を見つけだす(Knowing-whom)。つぎに、プロデューサーはその監督と協働

を繰り返す中で、お互いの価値観を共有し信頼を深めていく。彼らは対等なコミュニケー

ションを経て、二人だからこそ作り出せる独自の価値やアイデンティティを生み出す

(Knowing-why)。そして、お互いが代替不可能な関係であるという意識を持ちながら、生み

出した価値やアイデンティティを実現しようとする。独自の価値を、自己満足で終わらせ

ず、工夫を凝らして、周囲の人に二人の価値を認めさせる(Knowing-how)。 

 以上のプロセスで長期的に協働を重ねたプロデューサーと監督は、Knowing-whom、

Knowing-why、Knowing-howというキャリア・キャピタル(5)を順に獲得し、創造性を発揮す

ることができるという。そして、このような二者間関係を、山下・山田 (2010)は「キャリ

ア連帯」として概念化した。 

また、彼らはキャリア連帯を単に概念として提唱しただけでなく、定量的に把握できる

測定尺度を提示している。その尺度とは「協働の集中度」と呼ばれ、プロデューサーが自

身のキャリアにおいて、特定の監督と協働している程度を示している。協働の集中度は特

定企業による産業の独占度を測定する HHI (Herfindahl-Hirschman Index)を応用した測定方
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法である。 

山下・山田 (2010)によれば、具体的な測定方法は次のようになる。まず、プロデューサ

ーが過去に協働した映画監督の氏名をすべてピックアップし、その協働回数をそれぞれカ

ウントする。そのうえで、特定の監督がそのプロデューサーが手がける作品のなかでどれ

だけのシェアをもっているかを計算する。協働の集中度は、0から 1の値をとる。1に近い

ほど、プロデューサーは特定の監督と協働しているといえ、創造性を生み出すキャリア・

キャピタルを獲得していると考えられる。以上の議論から次の仮説を導出することができ

る。 

 

仮説 1:プロデューサーと特定の監督との協働の集中度が高いほど、発揮される創造性が高

い 

 

2.3. キャリア連帯測定の限界 

 しかし、キャリア連帯を測る尺度として、協働の集中度には検討の余地がある。山下・

山田 (2010)は、キャリア連帯が発達するには、二者が協働経験を繰り返し、長期にわたっ

てキャリア・キャピタルを獲得することが必要であると述べている。ここから、キャリア

連帯の測定にあたり、プロデューサーと監督の二者間関係(キャリア連帯)における映画製作

経験は無視することができないと考えられる。しかし、協働の集中度を測る HHIでは、キ

ャリア連帯の映画製作経験が考慮できないという懸念がある。 

例えば、測定期間内に、プロデューサーaは合計 10本の映画を全て、特定の監督 bと製

作したとする。また、同様の期間にプロデューサーcは合計 5本の映画を全て、特定の監督

dと製作したとする。この場合、プロデューサーa、cの HHI(協働の集中度)を計算すると互

いに「1」となってしまう。すなわち、プロデューサーaと監督 bのキャリア連帯は 10回の

協働経験があるのに対し、プロデューサーcと監督 dのキャリア連帯は 5回の協働経験しか

ないにもかかわらず、同じ「1」という値をとることになってしまう。 

上記の懸念を回避するために、キャリア連帯の指標として HHIを使う場合は、映画製作

経験が同じ回数のキャリア連帯を比較対象とする必要があると考えられる。比較するキャ

リア連帯同士の映画製作経験に、差を生じさせないためである。 

では、異なる回数の映画製作経験をもつキャリア連帯同士を統計的に比較分析するには、

どのような尺度を用いれば良いのだろうか。そこで、我々は、キャリア連帯の新たな測定

尺度として「協働回数」を提示する。1990年から当該年度の前年までに、当該キャリア連

帯が映画を製作した回数である。HHIがプロデューサーを分析単位としていたのに対し、

協働回数は、特定のプロデューサーと特定の監督のペア(キャリア連帯)を分析単位としてい

る。協働回数が増えるほど、プロデューサーはその監督と数多くの協働を繰り返し、キャ
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リア・キャピタルを獲得していると考えられる。よって、以下の仮説を導出することがで

きる。 

 

仮説 2:プロデューサーと特定の監督との協働回数が多いほど、発揮される創造性が高い。 

 

3. リサーチデザイン 

3.1. 調査手法とサンプル 

本稿では、日本映画業界における実写映画を分析対象とする。そして、山下・山田 (2010)

が提示した、キャリア連帯が創造性を生み出すという仮説を統計的に実証していく。分析

期間ならびに対象とする作品は、1990年から 2009年までの実写映画である。映画の興行収

益は 2000 年から 2009 年まで、プロデューサーと監督のキャリア連帯にかかわるデータは

1990年から 2009年までのデータを用いた。 

分析にかかわるデータは以下の公刊資料とウェブサイトから得られた。まず、作品タイ

トル、公開日、興行収益、製作委員会(7)メンバー、配給会社に関しては、キネマ旬報社発行

の「キネマ旬報」(1990 年版から 2009 年版)2 月決算特別号から得られた。次に、映画の原

作の有無に関しては、国立国会図書館公式ホームページ(http://www.ndl.go.jp/)、ならびにテ

レビドラマデータベース公式ホームページ(http://www.tvdrama-db.com/)から得られた。さら

に、最優秀監督賞、最優秀主演男優賞、最優秀主演女優賞、最優秀助演男優賞、最優秀助

演 女 優 賞 に 関 し て は 、 日 本 ア カ デ ミ ー 賞 公 式 ホ ー ム ペ ー ジ

(http://www.japan-academy-prize.jp/)から得られた。作品ごとのプロデューサーと監督にかか

わるデータは、「キネマ旬報映画データベース」(http://www.kinejun.jp/)から得られた。分析

期間に公開されたにもかかわらず、その製作者メンバーのデータが掲載されていない場合

のプロデューサー・監督のデータ、および、映画のジャンルは「 allcinema」

(http://www.allcinema.net/prog/index2.php)から補完された。 

以上の手続きより、1990年から 2009年までの 20年間で、614人のプロデューサー、200

人の監督、1195組のプロデューサーと監督のペアのデータが得られた。また2000年から2009

年までの 10年間で、446タイトルの興行収益が得られた。 

さらに、キャリア連帯では、プロデューサーと監督のペアが協働した経験が重要である

ため、プロデューサーと監督のペアを分析単位としてデータベースが構築された。1195 組

のペアの中には、観測期間内に協働を 2 回以上繰り返したペアが一定数存在する。その繰

り返し協働された回数も勘定し、合計 1370 サンプルからなるデータベースが構築された。 

 

3.2. 測定尺度 

3.2.1 従属変数 

興行得点：本稿では創造性を測る尺度として、当該年度 tにおけるプロデューサーと監督

http://www.ndl.go.jp/
http://www.tvdrama-db.com/
http://www.japan-academy-prize.jp/
http://www.kinejun.jp/
http://www.allcinema.net/prog/index2.php
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のキャリア連帯が製作した映画の興行収益を用いた(山下・山田, 2010)。映画の興行収益に

ついては、5億円を 1単位として得点化した。例えば、興行収益が 0～5億円未満は 1、5～

10 億円未満は 2 となる。得点化処理を行ったのは、興行収益が 5 億円以下の映画の正確な

データが公開されていないためである。 

 

3.2.2 独立変数 

協働の集中度：当該年度の前年度までの協働の集中度である。プロデューサーが特定の

監督と協働している度合いを示すものであり、HHIによって測定される(山下・山田, 2010)。

数値が 1に近いほど、プロデューサーは特定の監督と協働していること、数値が 0に近い

ほど多様な監督と協働していることを示す。なお、山下・山田 (2010)は、3年・5年間区切

りで協働の集中度を計算している。本稿では、協働の集中度の期間として、映画製作前年

の 3年単位、5年単位に加え、本稿のデータベースで設定できる最大の期間である 10年単

位も採用した。長期に渡るキャリア連帯の発展を考慮するためである。協働の集中度は従

属変数の 1期前のものを測定する。例えば、5年単位のウィンドウの場合、2005年度の協

働の集中度は 2000年から 2004年の HHI、2006年度の協働の集中度は 2001年から 2005年

の HHIである。プロデューサーiが年度 sに協働した監督の合計回数を aisとし、そのうち

監督 jとの協働回数を aijsとすると、協働の集中度は以下のように定義される。 

 

2

1

1 )(
is

t

nts

ijs

a

a


協働の集中度
 

n=3, 5, 10

 

 

協働回数：当該年度の前年度までに、特定のプロデューサーと特定の監督のペアが繰り

返した協働の回数である。プロデューサーiが監督 jと年度 sに協働した回数を Pijsとすると、

協働の回数は以下のように定義される。 

 







1

1990

t

s

Pijs協働回数  

 

3.2.3 コントロール変数 

先行研究から、映画の興行収益に影響を与える要因として、以下の 8 つの変数をコント

ロール変数として測定した。 

経験本数：当該年度までにプロデューサーが製作に携わった映画の数である。プロデュ

ーサーは、多くの映画プロジェクトを経験するなかで、企画づくりやファイナンス等に必
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要な知識を獲得すると同時に、関係各社の代表者との人脈を形成していく(山下・山田, 2010)。

そのため、各個人の経験本数は興行収益に正の影響を与えると考えられる。本稿の目的は、

プロデューサーと監督の二者間関係、つまりキャリア連帯から生み出される創造性を実証

することであるため、個人の映画製作経験をコントロールした。 

スターパワー：製作された映画作品にスター俳優・監督が関わったかどうかである。ス

ターパワーに関しては多くの先行研究で、興行収益につながることが指摘されている(Albert, 

1998; Bagella and Becchetti,1999; Litman and Kohl, 1989; Sochay, 1994; Wallace et al., 1993)。

スターの存在は、消費者に高いクオリティやエンタテインメント性のシグナルとして認知

される。また、新しい映画を見る場合、大きな動機づけになるため、興行収益につながり

やすいとも指摘されている(e.g., Budeva, 2010)。本稿では、Budeva (2010)を参考に、スター

俳優の定義として、映画公開より前に日本アカデミー賞最優秀主演男優賞、最優秀主演女

優賞、最優秀助演男優賞、最優秀助演女優賞を獲得している人物とした。また、スター監

督は日本アカデミー賞最優秀監督賞を映画公開より前に獲得している人物とした。スター

俳優もしくはスター監督が、少なくとも 1人いる作品の場合は 1、そうでない場合は 0とす

るダミー変数を設定した。 

ジャンル：映画のジャンルは、多くの先行研究で映画の興行収益に影響を与えることが

指摘されている(Craig et al., 2003; Neelamegham and Chintagunta, 1999)。女性ならではの

価値観や男性ならではの価値観など、多様な価値観が存在するためである。(Budeva, 2010)。

Budeva(2010)を参考に、作品のジャンルが、比較的消費者に受け入れられやすいドラマ、ア

クション、ロマンス、ホラーに該当すれば 1、そうでない場合は 0とするダミー変数を設定

した。 

配給会社：映画を配給した映画会社が大手か否かある。映画の配給会社が異なると、映

画を売り込む営業力やマーケティング力に差が出て興行収益に影響を与えることが指摘さ

れている(Gemser et al., 2007)。Gemser et al., (2007)は、大手の配給会社であれば 1、そう

でない場合は 0 とするダミー変数を設定した。これに倣い、日本の映画産業で圧倒的な配

給力を誇る東宝(8)で配給された場合は 1、そうでない場合は 0とするダミー変数を設定した。 

映画公開月：:映画の公開月が、通常より興行収益をあげられるシーズンか否かである。

映画の公開月は、映画の興行収益と関係あることが指摘されている (e.g.,Sochay, 

1994;Zufryden, 2000)。クリスマスや長期休暇などの特定のシーズンは、書き入れ時であり、

映画の興行収益に大きな正の影響を与えるためである(e.g., Basuroy, Chatterjee, and Ravid, 

2003)。映画の興行収益が高まる月を特定するために、過去 20 年分の興行収益データから

月ごとに平均興行収益を計算した。そして、12 ヶ月の平均より高い、1 月、4 月、7 月、8

月、12 月を繁忙期とみなした。これらの月に公開された作品である場合は 1、そうでない

場合は 0とするダミー変数を設定した。 

関連コンテンツと続編映画：:映画化前に関連コンテンツがある、もしくはシリーズ物で
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あるか否かである。映画公開前の関連コンテンツや続編映画は、既に消費者が認知してい

たり、評価を受けていたりするため、興行収益につながることが指摘されている(e.g., Gemser, 

Oostrum, Leenders, 2007)。Gemser et al., (2007)に従い、関連コンテンツは、マンガ、小説、

シリーズドラマと定義した。関連コンテンツもしくは続編もののどちらか 1 つでも当ては

まる場合は 1、そうでない場合は 0とするダミー変数を設定した。 

宣伝効果：作品の投資組織である製作委員会のメンバーにキー局がいるか否かである。

ハリウッドなど諸外国を対象とした先行研究では、宣伝効果が映画の興行収益に影響を与

えることをあまり考慮されていない。しかしながら、日本の映画産業では、テレビ局が自

社の放送のなかに、安価で大量のテレビ CM を打つことができる。また、自社製作作品に

ついての特別番組を企画し放送することで、広告以上に視聴者の注意を引き、劇場での集

客力を高めることができる(山下・山田, 2010)。よって、製作委員会メンバーに在京 TV 局

5 社と在阪 TV局 4 社(9)のうち 1 社でも入っている場合は 1、そうでない場合は 0 とするダ

ミー変数を設定した。 

公開年：映画の公開されたそれぞれの年をダミー変数として設定した。売れる映画は、

年によってトレンドがあるためである(Cattani, Ferriani, 2008)。 

 

3.2.4 分析手法 

本稿では、クロスセクションの線形重回帰分析を用いて仮説の検証を行った。回帰式は

次のとおりである。 

 

 











h

p

R
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t

s

m

is

t

nts

ijs

k zaPijsa
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a

aay
1

1

1990

1

1 )(  

 

z
Rは興行収益を挙げると考えられる h個のコントロール変数である。 

 

4. 分析結果 

まず、表 1、表 2 の記述統計、相関分析の結果から変数の傾向を確認する。興行得点の平

均は 3.13 点であり、約 10~15 億円である。協働の集中度の平均は、約 0.5 であり、対象期

間を長くするほど減少する傾向がある。これは、サンプル数が増えると分子の増加率より

分母の増加率が大きくなるという HHIの計算上の特性が表れていると考えられる。 

プロデューサーの経験本数の平均が 6.62 本であるにも関わらず、協働回数の平均は 1.41

本であるということ、そして、経験本数が増えるほど協働の集中度が大幅に減ることから、

プロデューサーが同じ監督と数多く協働を繰り返す傾向はほとんどないといえる。しかし、

特定の監督と協働を繰り返すプロデューサーも確かに存在する。なぜなら、経験本数と協
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働回数に有意な正の相関を確認でき、プロデューサーは個人の映画製作の経験が豊富であ

ればあるほど、特定の監督と協働を繰り返すという傾向が示されているからである。 

また、各変数の相関度合いについて言及すると、協働の集中度と協働回数という、キャ

リア連帯の測定尺度同士の相関は高いものの、これらは同じモデルに含めて推計すること

はない。その他の変数では、最も相関が高いのが宣伝効果と配給会社である。これらの相

関係数は 0.4(5%有意)であり、両変数を同じモデルに含めて推計することに問題はないと考

えられる。それぞれのモデルについて VIF を検証し、多重共線性が発生していないことも

確認された。 
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表 1: 記述統計 

変数 平均 標準偏差 最小 最大 

1.興行得点 3.13 3.57 1 36 

2.協働の集中度_3年 0.59 0.33 0.07 1 

3.協働の集中度_5年 0.52 0.33 0.07 1 

4.協働の集中度_10年 0.42 0.34 0 1 

5.協働回数 1.41 1.26 1 15 

6.経験本数 6.62 7.06 1 47 

7.スターパワー 0.63 0.49 0 1 

8.ドラマ 0.59 0.49 0 1 

9.ロマンス 0.17 0.37 0 1 

10.アクション 0.16 0.37 0 1 

11.ホラー 0.07 0.26 0 1 

12.配給会社 0.50 0.50 0 1 

13.公開月 0.34 0.48 0 1 

14.関連コンテンツ 0.69 0.46 0 1 

15.宣伝効果 0.69 0.46 0 1 

表 2: 相関分析 

変数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 

1.興行得点 
              

2.協同の集中度 3年 -.09 
             

3.協同の集中度 5年 -.04 .84* 
            

4.協同の集中度 10年 -.04 .69* .82* 
           

5.協働回数 .11* -.08* -.07* -.09* 
          

6.経験本数 .08* -.54* -.56* -.58* .31* 
         

7.スターパワー .16* -.00 -.02 -.04 .13* .05 
        

8.ドラマ .04 .00 .04 -.02 -.01 .03 .13* 
       

9.ロマンス -.06* -.05 -.04 .01 -.01 -.03 -.06* -.12* 
      

10.アクション .09* -.02 -.02 -.02 .05 -.01 -.04 -.34* -.20* 
     

11.ホラー -.06* -.04 -.02 -.02 .00 .05 -.03 -.25* -.11* -.10 
    

12.配給会社 .35* -.22* -.15* -.11* -.04 .10* .10* -.05 .06* -.11* .09* 
   

13.公開月 .20* .00 -.00 .01 .05 .05 .07* -.06* -.09* .15* -.05 .02 
  

14.関連コンテンツ .10* -.02 .00 -.03 -.05 .03 .01 .08* .00 .06* .06* -.02 -.03 
 

15.宣伝効果 .25* -.14* -.08* -.03 .00 .05* .08* .02 -.03 -.02 .03 .39* .08* -.03 

* p<0.05 

表 3は従属変数を興行得点とした重回帰分析の結果である。モデル 1はコントロール変

数のみのモデルである。モデル 2、3、4は協働の集中度を加えたモデルであり、それぞれ 3

年、5年、10年間で測定している。モデル 5には協働回数を加えている。 
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表 3: 線形重回帰分析結果 

 
モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 モデル 5 

(定数項) -0.854** -0.656 -1.330** -1.166* -1.140*** 

 
(0.410) (0.728) (0.662) (0.612) (0.413) 

協同の集中度 3年 
 

-0.141 
   

  
(0.439) 

   
協同の集中度 5年 

  
0.333 

  

   
(0.424) 

  
協同の集中度 10年 

   
0.077 

 

    
(0.404) 

 
協働回数 

    
0.304*** 

     
(0.073) 

経験本数 0.007 -0.003 0.006 0.004 -0.011 

 
(0.012) (0.019) (0.019) (0.019) (0.013) 

スターパワー 0.866*** 0.913*** 0.918*** 0.920*** 0.761*** 

 
(0.187) (0.261) (0.249) (0.239) (0.187) 

ドラマ 0.297 0.425 0.331 0.368 0.315 

 
(0.211) (0.293) (0.282) (0.268) (0.210) 

ロマンス -0.383 -0.334 -0.384 -0.392 -0.397 

 
(0.251) (0.356) (0.340) (0.324) (0.250) 

アクション 0.986*** 1.503*** 1.534*** 1.458*** 0.944*** 

 
(0.274) (0.377) (0.366) (0.348) (0.272) 

ホラー -0.984*** -1.022** -1.147** -1.091** -0.969*** 

 
(0.373) (0.473) (0.454) (0.443) (0.370) 

配給会社 2.167*** 2.306*** 2.304*** 2.242*** 2.239*** 

 
(0.191) (0.270) (0.257) (0.244) (0.190) 

公開月 1.159*** 1.375*** 1.432*** 1.353*** 1.140*** 

 
(0.185) (0.252) (0.242) (0.232) (0.184) 

関連コンテンツ 0.881*** 0.891*** 1.016*** 1.028*** 0.927*** 

 
(0.189) (0.263) (0.252) (0.241) (0.188) 

宣伝効果 0.920*** 1.065*** 1.043*** 1.021*** 0.894*** 

 
(0.214) (0.311) (0.295) (0.279) (0.213) 

年度ダミー Include. Include. Include. Include. Include. 

      
R2 0.226 0.228 0.233 0.230 0.236 

調整済み R2 0.215 0.208 0.216 0.213 0.225 

N 1370 827 915 962 1370 

括弧内は標準誤差である。* p<0.1,  ** p<0.01 

 

まず、コントロール変数を検討する。先行研究が示すとおり、スターパワー、ジャンル

変数のアクション・ホラー、配給会社、公開月、関連コンテンツは、モデル 1をはじめ全

てのモデルにおいて、有意な正の関係を示した。さらに、これまでの実証研究では考慮さ

れていなかった宣伝効果も、全てのモデルで有意な正の関係を示している。これは、日本

映画産業において、製作委員会にキー局が参加することで、大きな宣伝効果が生まれるこ
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とを表している。対して、ジャンル変数のドラマ・ロマンスと経験本数は、全てのモデル

において有意な結果とならなかった。これは、プロデューサー個人の映画製作経験やノウ

ハウが必ずしも興行収益へ直接影響を与えないことを示している。 

次に、協働の集中度と協働回数を検討する。コントロール変数に協働の集中度を加えた

モデル 2、モデル 3、モデル 4(それぞれ 3年単位、5年単位、10年単位)において、協働の集

中度は全て有意な結果を得られなかった。よって、仮説 1「プロデューサーと特定の監督と

の協働の集中度が高いほど、発揮される創造性が高い」は棄却された。 

対して、協働回数を加えたモデル 5において、協働回数は有意な正の関係を示した。よ

って、仮説 2「プロデューサーと特定の監督との協働回数が多いほど、発揮される創造性が

高い」は支持された。 

さらに、モデル 1と比較した各モデルの調整済み R
2を検討する。コントロール変数に協

働の集中度(3年単位、10年単位)を加えたモデル 2、モデル 4は、それぞれ調整済み R
2が

0.007、0.002減少した。協働の集中度(5年単位)を加えたモデル 3では 0.001増加しているが、

協働回数を加えたモデル 5は、0.01増加している。すなわち、調整済み R
2は、協働回数を

加えたモデル 5において最も高い値が得られた。 

以上の分析結果より、創造性の実現のために、協働回数を積み重ねることは、有効な手

段であると考えられる。 

 

5. 考察 

本稿では、山下・山田 (2010)が提唱するキャリア連帯の効果を実証することができた。

そして、分析結果から次の 2 点が明らかとなった。まず、キャリア連帯は創造性の実現に

有効であるという点。そして、統計分析におけるキャリア連帯の尺度は、協働の集中度よ

りも協働回数のほうが適切であるという点である。 

まず、1点目について、本稿では、キャリア連帯の純粋な効果を測るため、スターパワー

や配給会社など、様々なコントロール変数を導入した。特に、協働回数はプロデューサー

の経験本数を含む変数であることから、我々はプロデューサーの経験本数を統制したが、

それでもなお有意な正の関係が示されている。これは、プロデューサー個人の経験量では

なく、キャリア連帯そのものが、創造性を高めることを表していると考えられる。 

2点目について、異なる回数の映画製作経験をもつキャリア連帯を比較する場合、測定尺

度としては協働回数のほうが適切であることが示された。協働回数がキャリア連帯の経験

量を反映しており、長期に渡るキャリア・キャピタルの獲得・蓄積が考慮されているから

だと考えられる。一方で、協働の集中度は、HHI によって測定されており、プロデューサ

ーと監督の二者間における映画製作経験が分析に反映されていない。そのため、協働の集

中度は棄却され、協働回数は支持されたと考えられる。 

この結果から、協働を積み重ねれば、主となるキャリア連帯のパートナー以外とでも、
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キャリア・キャピタルを獲得する可能性があるといえる。つまり、複数のキャリア連帯が

構築されうるのである。山下・山田 (2010)も、組む相手が極少数であれば、その一つひと

つをキャリア連帯として認めることができると述べている。 

それでは、複数のキャリア連帯は、はたして興行収益にポジティブな影響を与えるのだ

ろうか。キャリア連帯が創造性を発揮する回数を 3 回以上と仮定すると、複数の連帯を保

有しているサンプルは 104 あり、他の単一連帯しか保有していないサンプルと比較しても

興行得点の平均が 5.10点対 2.96点と有意に高い(p<.001)。同様に、4回以上、5回以上と仮

定した場合も、複数の連帯を保有しているプロデューサーのほうが、有意に高い興行成績

をあげている（表 4 を参照）。このことから、複数のキャリア連帯によって、ある連帯で

培った知識や経験を他の連帯に持ち込むような範囲の経済が働く可能性があることが指摘

できよう。 

 

表4:  複数キャリア連帯の保有による興行成績の差 

 
興行得点の平均値 

協働回数 単一連帯 複数連帯 t 値 

3回以上 2.96 5.1 -5.97* 

 
(1266) (104) 

 
4回以上 3.04 4.96 -4.15* 

 
(1309) (61) 

 
5回以上 3.09 4.24 -1.83* 

 
(1336) (34) 

 
括弧内はサンプル数である。* p<0.05,  ** p<0.01 

 

6. おわりに 

本稿の理論的貢献は次の 3 点である。1 点目は、日本映画産業における実証研究として、

幅広く多種多様なコントロール変数を設定した点である。これまでの映画産業研究では、

主にハリウッドが調査対象とされており、興行に影響を与える要因が数多く指摘されてき

た(Basuroy, 2003; Budeva, 2010; Gemser et al, 2007)。本稿では、これらの要因を整理し、

日本映画産業においてその効果を実証することができた。 

2点目は、数多くのコントロール変数を設定したにもかかわらず、キャリア連帯が創造性

を生み出す効果を証明した点である。特に、プロデューサー個人の経験本数を制御したこ

とによって、キャリア連帯から創造性が生まれると実証できたことは、個人の才能や経験

よりも、組織における協働によって創造性は創出されるということを改めて実証できたと

いえる。 

3点目は、キャリア連帯を測る尺度として、協働の集中度に加えて、協働回数を提示でき

た点である。まず、同じ映画製作経験をもつキャリア連帯間の比較の場合には、協働の集

中度が有効性を発揮することを指摘した。そして、異なる映画製作経験をもつキャリア連
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帯を比較する場合には、協働回数が適していることを示すことができた。 

以上の本研究の貢献に基づけば、次のインプリケーションを導出できるだろう。それは

考察でも指摘した、複数のキャリア連帯を構築できる可能性である。分析結果によれば、

単一のキャリア連帯と比較して、複数のキャリア連帯があった場合、興行成績は有意に向

上した。これは、異なる連帯で得た知識を応用できる可能性があることを示唆できる。一

見、ある連帯で培った協働の経験や知識、つまりパートナーとの阿吽の呼吸は、その連帯

にしか適応できない特殊な知識だと考えられる。しかし、他者との協働による知識の生み

出し方や価値観の共有の仕方という、一つ上のメタレベルでの学習が出来ていれば、映画

のような創造産業においても作品創りにおいて範囲の経済が働くのだろう。 

とはいえ、複数のキャリア連帯の構築を目指すことは、実際のマネジメントにおいて注

意が必要である。それは、プロデューサーならびに監督に対して、企業の都合で連帯を切

られた、もしくは切られてしまうと認識させてしまうことがあるからである。例えば、山

下・山田 (2010)によれば、大映のプロデューサーの桝井氏は、周防監督と製作した『シコ

ふんじゃった。』の成功によって、花形プロデューサーと認識され、多くの企画が持ち込

まれるようになった。ところが、桝井氏は周防監督とのプロジェクトに専念したかったた

め、大映を退社してしまったのである。桝井氏と周防監督との連帯を無理矢理切らなけれ

ば、有能な人材の流出を防げたかもしれない。 

最後に、今後の課題を述べて本稿を締めくくりたい。課題は次の 3点が指摘できる。1点

目は、キャリア連帯と、連帯によって生み出された作品の芸術性との関係が分析されてい

ない点である。山下・山田 (2010)によると、キャリア連帯は創造性を生み出し、それが商

業的な業績にも芸術的な業績にも寄与すると述べている。よって、今後は創造性を生み出

す指標として、芸術的な業績も加えて分析を行う必要があるだろう。 

2点目は、キャリア連帯における特定の文脈を考慮しきれていない点である。例えば、小

規模の制作会社は、資源がないことから、時流に乗っている監督や有名監督を起用しにく

く、大手映画会社は芸術性の高い映画より商業性の高い映画を製作する傾向がある、とい

う文脈がそれぞれ存在する。しかし、本稿では、このような点を勘案せず、日本映画産業

全体におけるキャリア連帯の効果を測定した。今後は、小規模の制作会社のプロデューサ

ーと、大手映画会社や TV局のプロデューサーなど、カテゴリーを分けて分析することが望

まれよう。 

最後の点は、複数のキャリア連帯についてである。本稿では、複数のキャリア連帯が興

行成績に対してポジティブな影響をもたらした理由として、連帯間で範囲の経済を展開で

きる可能性を挙げた。しかし、このように結論付けるには、より詳細な定性的事例研究が

必要だと考えられる。また、範囲の経済以外の要因や、複数のキャリア連帯がどのように

構築されるのかも今後明らかにしていかなければならないだろう。 
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注 

(1) 本稿では「制作」と「製作」を異なる意味で使用している。「制作」は映画の撮影や編集など現場の仕

事を指すのに対し、「製作」は「制作」「配給」「興行」という映画が作られて視聴者に届くまでの全て

の作業工程を指す。 

(2) 組とは、日本の映画が産業における伝統的な映画製作集団の呼称である。監督を中心かつ頂点とする

製作「現場」のネットワーク組織であり、個人は中核となる組に入り、複数の組の掛け持ちによって

キャリアを形成していくことが一般的である(山田・山下・若林・神吉, 2007)。 

(3) 中核型人材とは、活用価値と企業特殊性がともに高い人材のことである。他の企業にはないことから、

当該企業における競争優位の源泉となるような知識や技能を持っているとされる。内部育成によって

確保され、組織コミットメントが高くなる傾向がある。(山下・山田, 2010) 

(4) 一方で、モジュラー型のアーキテクチャは、厳しい競争環境を生み出し、アーティスト個人の創造性

を高めることで、映画業界全体の創造性を向上させている。モジュラー型には、映画撮影現場のスタ

ッフのように、それぞれが職人的な役割を持つ分業体制が当てはまる。スタッフは、供給過剰な労働

市場のなかで、あたかも代替可能なモジュールとして調達される。厳しい環境のもと、スタッフは創

作活動と失業を繰り返し、創造性のポテンシャルを高めている。それが、映画業界全体の創造性や新

結合を生み出す、土壌としての人材プールの発展につながっている。 

(5) 職業キャリアを歩むなかで獲得されることが望まれる、うまく仕事を進めていくのに必要な資産のこ

と(山下・山田, 2010) 

(6) 時間と空間が共有されるダイナミックな文脈として定義付けられる。 

(7) テレビ放送局を中心に大手配給会社や出版社、有力な独立系制作会社で構成される企業提携である。

非常に大きな影響力を持つメディアを有しており、自社制作作品についての特別番組を企画し放送す

ることで、広告以上に視聴者の関心を引き、劇場での集客力を高めることができる(山下・山田, 2010) 

(8) 2001年から 2009年に至るまで、東宝は、日本映画産業における、興行収益シェアを常に 50%以上獲得

している。 

(9) 在京テレビ局 5社とは、テレビ朝日(EX)、TBSテレビ(TBS)、日本テレビ放送網(NTV)、フジテレビジ

ョン(CX)、テレビ東京(TX)を指す。在阪テレビ局 4 社とは、朝日放送(ABC)、関西テレビ放送(KTV)、

毎日放送(MBS)、読売 TV放送(YTV)を指す。 
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